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高度情報化社会における港湾産業活動
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松橋幸

（神奈川総訓 ・横浜港湾分校）

世をあげてベンチャー・ビジネス ・ブームである。一方でそうしたベンチャー

・ビジネスを成功させようと，ベンチャー・ キャ ピタノレが支援の手を拡け、て

いる。ζうした実業界の動きを見ていると，わが国経済がさらなる繁栄にむ

けて躍動しているかのように思われる。

そうした動きには目もくれぬかのように，港湾産業界はいたってもの静か

である、華やかに紙誌を賑わすようなζとがない。一見，経済活動から取り

残されているかのような印象さえ受けかねない。乙の差はいったいど乙から

くるのだろうか。

第二電電にせよ関西新空港にせよ， そうしたプロジェク卜は成功の可能性

が高L、。公共投資と同じように，景気の先導役として企画され，実施される。

そうした大型のものではなく，いわゆるベンチャー・ビジネスが，個人ある

いは私企業ベースで企てられるのはよほど景気がよいか，近い将来よくなる

乙とが予測されるかのいずれかであろう。と，思いたいが，どうやら現実は

そんな生易しいものではなさそうである。
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個人があたらしく企業を起乙す。サラリーマン生活を捨てて，なにゆえに

敢えて危険を冒すのか。サラ リーマン生活IC失望したからに他ならなし、。本

来なら役職の階段を昇りつめて，社長とまではいかずとも管理職の一端lζ加

わる乙とを夢みて努力してきた。しかし今，そのポス卜はない。脱サラして

そば屋でもやろうかというと乙ろが，そば屋ではなくて，たまたま職業生活

の上で，あるいは個人的な努力で・身につけた新らしい技術分野に進出してき

たので・ある。

企業ベースでのベンチャーはというと，乙れはもう労務，人事対策にすぎ

ない。従来のしがらみから解雇，退職勧告もままならず，ど乙かに高齢の職

員の吸収先はないものか なけれは‘新しく作るほかない，とばかりlζ進出し

てきたものである。

乙うした動きは従来からあったし，十年も経てば，その大半は消滅してし

まっている。真lと革新的な技術を基盤l乙，新しい分野の産業を興そうと熱意

K燃えたベンチャーは少ない。

乙うみてくると現在のフームも手放しでよろ乙んでばかりもいられない。

けっして経済のさきゆきが明るし、からではなく，生きんがためにやむなく動

きまわっているにすぎなし、。そしてその背景には，ど乙かにFA （ファクト

リー・オートメーション）やOA（オフィス・オー トメーション）の影がみ

えてくる。

港湾産業界が乙うした状況を冷徹にみつめて，今，ベンチャーに進出する

の愚を悟った結果，無駄な動きをしないのなら問題はない。現実はそうでは

ない。FAやOAの影すらさしていないのである。したがって余剰人員がで

ない。ベンチャーの必要性を感じない。という図式にすぎない。いずれFA

やOAの波が押し寄せる。それがどのような事情のもとに押し寄せるか，後

発の港湾産業界はζれにどう対応していけばよいか。冷静に事実を観察した

し、。

1. 高度情報化社会の入口に立った港湾産業

はじめに標題にあげた高度情報化社会についての概念規定をしておかなけ
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ればならない。いまのと乙ろ乙れについての確たる定義はなさそうである。

冒頭K，すでにFAとOAをあげであるが，それが直ちに高度情報化社会を

意味するものでもない、VANとかLANとかの語が紙誌を賑わ しているが，

乙れらもその一部であって総てではない。要するに，コンピューターを軸lと

ネットワークを構成して情報を授受し，蓄積し，加工し，処理し，伝送し，

ζれにより生産等，企業目的の達成をコントロールするシステムと考えてい

ただいてよかろう。

冒頭K，筆者は，港湾iζ 「FAやOAの影すらさしていないJといった。

本当にそうだろうか。現在の港湾産業界にどのようなシステムがどう機能し

ているか，概観しよう。

昭和45年に，横浜と神戸で港湾管理者がシステム研究会を発足させた。そ

れが現在の船舶入出港管理システムへのあしがかりとなった(1）。

昭和49年， 50年度には「港湾貨物情報システムの開発研究国際海上貨物輸

送情報システムの開発研究）」が昭和52年， 53年度lζは「海貨情報システム

開発のための調査研究」が，そしてζれらの成果をふまえて，昭和56年度か

ら「港湾貨物情報ネットワークシステムの利用に関する調査研究」が，運輸

経済研究センターにより， 委員会が設置され， すすめられた（Z）。

昭和55年1月に電電公社から 「シップネッツ構想Jが発表され， 実験シス

テムが昭和57年8月から稼働を開始した（3）。

某海運業者はコンテナ・コントローノレ・システムを稼働させており，それ

は

①計画システム

①情報収集システム

③集荷管理システム

④ ドキュメンテーショ ン／フレート ・コ ントロール・システム

＠ インベントリ ー・コントローJレ・システム

＠ コンテナ・ターミナノレ・コント ロール・ システム

の六つのサブシステムから構成されている（4）。

某エゼント業者は
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① 「TSCS」 ( Trans Siberian Container Service ）システム

（国際一貫輸送業務における貨物動静・収支・精算管理をお乙なう）

＠ 「コンテナ管理システム」

① 「輸出海貨システム」

などのシステムを稼働させている（5）。

某船舶代理店業務では， 「船舶代理店情報システム」が以下のようなサブ

システムにささえられて稼働している（6）。

①輸出ドキュメント・システム

②輸入ドキュメント・システム

＠本船オペレーション・システム

＠船積管理システム

⑤荷揚管理システム

⑤ コンテナ・オペレーション・システム

⑦ 請求処理システム

某海運貨物取扱業者では， SEAS(Suzuyo Export Advanced System) 

が以下のサブシステムの支援のもとに稼働している（7）。

① ドキュメン トシステム

②在庫管理システム

＠請求・統計システム

④工程管理システム

⑤個別システム（荷主代行システム）

某船内・沿岸荷役業者では図・ 1のようなシステムが稼働している（8）。

検定業務では「検定情報処理システム」として次のようなサブシステムlと

より構成されたものが稼働している（9）。

①船積検量システム

② 入庫検量（入出庫一貫検定）システム

① CFSL一貫検量システム

④ コンテナ詰検量システム

⑤輸入検量システム



オンライン・システムの構成図 ・1

↑ 
港湾 D Pセン タ一 保有情報戸ステム

人

耶

革

本

側

報

管

珂

シ

ス

テ

ム

労

務

関

連

情

報

官

恩

．シ

ス

テ

ム

勤

怠

情

報

官

思

シ

ス

テ

ム

即日

産

情

報

告

即

シ

ス

テ

ム

未

収

・
未

払

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

終

即

日

次

情

報

行

問

シ

ス

テ

ム

費

用

情

報

管

理

μ

ス

テ

ム

本

船

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

情報システム

作

業

配

位

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

作

業

手

配

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

出向…機

材

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

。山町
私
悩
～拭
け～リ
h

議
肥
料
悩
縫
製
品
吋
会
得

u－川
明
記
記
国
時
控
TM
m岡
山

川広

口

情

報

告

閉

山

シ

ス

テ

ム

貨

物

情

報

管

思

シ

ス

テ

ム

作

業

情

報

管

理

シ

ス

セ

ム

コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
作
業
管
理
シ
ス
テ
ム

車

桶

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

人
庫

情

報

（

検

量

）

官

埋

シ

ス

テ

ム

船

積

情

報

管

理

シ

ス

テ

ム

F
N門
U

－ロノ
ヘQ
q
＃
手
続
控
脳
陣
必
欧
料
相
制
御
思拠
a
H
～
時
」

C－
E
W
W脈
跡
ulh
小
吋

Q
川
「
弓

的
ト
【

.L. アス

現業部門情報 νステ ム

0船 内関係

ソ報↑；i 専業者

0海貨情報システム

（関連会社 ）



176 高度情報化社会における港湾産業活動

注（1）三木盾彦「ポートコンビューターへのー観点」 港湾経済研究助10p.p.193～ 

日本港湾経済学会刊

(2）西山安武「港湾の物流における情報化の動き」 港湾 1984.3日本港運協会p.p.7

(3伊藤金也「港湾貨物情報ネッ トワークシステム」港湾 1984.8日本港連協会p.p.10

(4）鈴木博之「海運業ILおける情報システム」 港湾 1984.3日本港連協会p.p.18

(5）内田資彦 「エゼン卜業における情報システムJ 前燭書 p.p.25～ 

(6）関口正男「オンラインによる船舶代理店業務システム」 前掲書 p.p.31～ 

(7）斉藤英隆「海貨業における情報システムJ 前掲書 p.p.37～ 

(8)依田章徳 「船内荷役・沿岸荷役における情報システムJ 前掲書 p.p.44～ 

(9）佐藤勉「検定業における情報システム」 前掲害 p.p.47～

2. 港湾産業活動の情報化の必要性

極めて抽象的な，港湾産業活動などという用語を，筆者がどのような意味

に用いているかをはっきりさせておかねばなるまい。

周知のように，「港湾」（場所）における活動をみると，そ乙では「人」

（主体）が「荷役機械や道具」（手段）を用いて，「貨物J（対象） IL:, 

「働きかけ」（方法）る，乙とがその総てである。業種としてはおよそ表・ l

のようなものがあげられる（1）。一応乙乙では，乙の表lとしめされている業務

主体がその業務を遂行する乙とを，港湾産業活動と規定しておく。

乙れらが有機的に組合されて機能する乙とによって港湾の機能が成り立っ

ているので，乙うした業種のなかでの業務の軽重を論ずるわけにはし、かない

が，港湾が主として物流を取り扱う場である ζとから，乙のなかの一方の雄

として，直接貨物lと手を触れる業務をあげる。つまり，貨物を荷役し，運搬

し，保管する種類の業務がそれである。そ乙で船内荷役と沿岸荷役lζついて

労働者の直聞の比率をみよう。

横浜港で船内荷役を業とする専業者が20社ある。その大半が沿岸荷役も兼

業している。それらの企業の職員の合計は2433名で，作業員の合計が5275名

である（2）。乙れらは例えば従来の統計における港湾労働者の数と一致しない。

職員の中にも，現場で管理監督に携わるいわゆる港湾労働者もあり，また作
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業員の中にも，例えばビノレの清掃にあたる婦人労働者のように，港湾労働者

ではない労働者もふくまれている。しかし企業として採算を保ちつつ営業を

続けていくための，必要かつ十分に均衡のとれたと乙ろが，乙の数字と理解

される。

周知のように，乙れら荷役業は貨物1トンあたりいくらと定められた運賃・

料金を収受する乙とによって，経営されている。直間比率が高いほど経営的

には安定する。だが乙の比率はどうだろう。およそ作業員2名で職員1名を

支えている。

表・ 1 港湾産業

業種区分 業 務 細 分

エージエント，元請業，海道貨物取扱業，船内荷役事業，
港湾運送事業 はしけ運送事業，沿岸荷役事業，いかだ運送事業，検数事業，箸備業，

鑑定事業，検定事業．船舶清掃事業，貨物固定区画事業，貨物修理業，

船舶運航事業，船舶貸渡業，海上運送取扱業，海運｛中立業，
海 運 業内航運送事業，内航運送取級業，船舶代理店業，

（上記のいずれも定期，不定期，貨物，旅客，自動車航送等le区分される。）

倉庫業〔普通倉庫，特殊倉庫：危険物，冷凍，木材（水面），
殻物（サイロ）その他〕

物流関連事業 運送事業〔貨物自動車運送事業，自動車運送取扱業，臨港鉄道業，
運送取扱業，その他〕

梱包業，通関業，煉（くん）蒸業，

リース業（コンテナ・リース集荷役機械リース業，荷役用具リース業）
荷役関連事業 荷役用具製造・販売業，

メンテナンス業（コンテナ修理業． 荷役機械修理業）

綱取り・放し業．船用品販売業（食料品販売業）不用船用品質取業，
船舶関連事業 給水事業（岸壁，沖）給油事業．船舶修理業，神修理業，曳船業，

パイロット事業，エスコート事業，通船業，

港湾観光事業 観光船遂航事業，｜専物館，海釣り施設，海浜公園，海水浴場，プーJレ，
固定式観光船，ヨヅ 卜・ノ、ーパー

港湾住宅，生活用品販売（スーパー・マーケット，売店） ，食堂．
福利厚生事業 喫茶店，娯楽施設．宿泊施設，駐車場，ガソリン・スタンド，病院，

診療所．

港湾情報事業 船舶信号通信事業，船舶情報事業，船舶電話事業，貨物情報事業，
新聞・放送事業，

環境美化事業 水面清掃事業，港湾清掃事業，塵芥焼却事業，廃油処理事業，
造園縁化事業，塗装業，修理工事業，

教育訓練事業 大学（学部，学科），研究所，職業訓練校，訓練センター，
労働災害防止協会，

その他の事業 損害保険，銀行，啓式印刷業， 海事代理業，船内図書館，
クリーニング業，潜水業，その他，

出所：拙稿「港湾の学体系の形式J
港湾労働経済研究所年報Na＂昭和 57年1月所載，第l表
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横浜港全体ではどうなるか。倉庫・港運関係会社名簿lζ登載されている店

社363社では，職員数18,726名，作業員数13,666名，船員1,850名である（3）。

ζのなかには検数業や検定業のように，職員でありながら主として現場での

業務に従事するものがふくまれている。 したがって職員がかならずしも間接

部門であると即断はしかねるが，港湾全体としては，いささか頭でっかちの

感をまぬがれない。

極く大雑把にいうと， 常識的には管理費は10%程度である。という乙とは，

荷役業者にあっては，作業員100名に対して，職員10名程度でしかるべきで

はないか。そしてまた，乙う した荷役会社に作業を依託するエゼン ト業者は，

管理部雄が肥大化しているように見える。

過去十数年，港湾労働者は減少の一途をたどってきた。 ζ乙へきて，よう

やく作業量と均衡したかに見える。それに比して，間接部門は縮小の対象と

なるζとなくすぎてきた観がある。直接部門が合理化されたには理由がある。

昭年4昨代初頭にはじまるコンテナ化の現象と48年に端を発するオイル・ショ

ックのダフソレ・パンチを港湾労働者がうけたのである。

勿論職員の側も合理化の波をかぶった。 しかし 港湾産業がサービス業で

ある以上，顧客l乙対するサービスの質を低下させるわけにはし、かない。そし

てそのサービスは， 実質ではなくて姿勢のみが評価の対象となる。つまり，

港湾におけるサービスは本来なら貨物（運送の対象となる物）を安く，速く，

安全lζ，確実に輸送するにあるはずである。しかし諸種の制約があり，事実

上自由競争の状態にはないので，営業マンがいかに利用者に密着するか，と

いう姿勢のみが，利用者の評価すると乙ろとなる。したがって，そうした意

味でのサービスの低下を招く人員の削減は困難であった。乙のゆえに，作業

員に比して，職員の削減はすくなかった。

コンテナ化は港湾荷役を大幅に機械化した。乙の結果が港湾労働者の削減

となった。 しかし事務部門は機械化がすすまなかった、コンビューターを導

入したとはし、うものの，それはせいぜい人事・労務管理の部分にかぎられ，

例えば出退勤の時間の管理やその結果の給与計算であった。乙れは事務部門

の人員の削減には繋がらない。前節にみたように，各社各様にコンビューター
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化iζ取り組んだが，導入に踏み切って十年を経た結果，やっと到達したのが

一節にみたシステムであり，いままでのと乙ろ，人員の削減という意味では

成果をえていない。というより，コンピューター化そのものは人を減らすと

いう意味では効果を期待できない。そういう機械ではないのである。情報の

処理量が極端に拡大するが，仕事の性質を替えないかぎり，人員削減にはつ

ながらない。

各社各様のシステムはどう効果があったのか。企業の意志決定に貢献した。

人員を増やす乙となくより大量の業務が消化できるようになった。事務上の

ミスがすくなくなった。等々である。

たったそれだけしかメリットがないのか。いまのと乙ろ然りである。しか

し 筆者がいう意味での高度情報化がすすめは＼そ ζから生じるメリットは

はかりしれない。

つまり，一企業内で単一のプログラムを開発し，使用してそれでよしとす

るのではなく，作業の流れにそってそれぞ、れのプログラムを利用し合えるネッ

トワークを作る乙とである。すでに実用の段階をむかえた前出のシップネッ

トなどがその好例といえよう。港湾には業務交通が実におおい。トラックが

貨物を搬出し，搬入する。それ以外K，搬出入への立合い，書類の搬送，通

関事務などの，情報の伝達の目的での人の出入りのほうがおおい。実に無駄

な話である。情報のネットワークさえ確立されれば，そんな無駄はしなくて

すむ。そ してその方向へと時代の波はながれてきている。端的に表現させて

いただければ， 一部乙うした問題に先進的な役割をはたしている方々の意識

は非常にすすんでいるが，他方あまり関心を抱かずにきた方々があまり積極

的ではなく ，ζの乙とが港湾の情報化の阻害要因となっているかにみうけら

れる。

なにかの折lζ

「そうした業務にはぜひコンピューターの導入をおすすめしますJ

と筆者がし、うと

「いや，コンビューターで処理できるほど単純な業務じゃないんですよ」

との答えが返ってくる。筆者かさねて
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「できる」

というと

「できないJ

と答える。
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乙れが残念でならない。もし今，

「プログラムの開発等に要するコストが，その後に得られるメリッ卜とペ

イしない。だからまだ実施しない」

というのなら，それは資本の理論，経営の立場での意志決定である。それ

と「できないJの聞には，超え難い深淵がある。

なにも港湾産業界が独自にコンピューター化をはからずともよい。一般産

業界の進展に合せて，その後lζ追随していけばよい。とする考えかたがある。

しかしそれは危険である。情報を制するものが物流を制する。乙れは自明の

理である。ふと気がついたときには，情報部分は他産業lζ握られていた，と

いうのでは，ますます遅れをとる。結局，国際一貫輸送は港湾以外の産業界

に牛耳られ，港湾産業は貨物をコンテナに詰めるだけ，という乙とになりか

ねない。そうならないためには，多少のリスクは覚悟の上で，積極的に情報

化をすすめる以外に途はない。

注（1）拙稿「港湾の学体系の形成」港湾労働経済研究年俸No.6港湾労働経済研究所

昭和57年 1月 p.p.248 

1(2）横浜港湾名鑑 1980 横浜市港湾局昭和55年2月

間前掲寄

3. 人を取り巻く環境がどう変わるか

高度情報化社会といわれうる状態Kなるというのはどういう乙とか，みて

みよう。一節lとみた各社のシステムは実は例示した一社のみならず，同ーの

資本の系列にある等関係の深い店社が数社で同ーのプログラムを共同利用し

ている。ただ， いまのと乙ろそれらの店社の内側でのみ機能しており，乙れ

が港湾全体にまで拡がっていない。ー港が一つのシステムで統一され，各社

がそのシステムを利用しつつ自らのサブシステムを用いて仕事がすすめられ
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るような，そうしたネッ トワークが，やがて実現する。

現段階では，企業秘密の保持，通信回線の利用 システム開発と維持のた

めのコスト，各社の情報化レベルの差異，などの問題が山積しており， 実現

にはなお相当の時間を要する。

さきに経済活動の主体と してあげた「人」を考えよう。 「人」を個人レベ

jレで、把握すると，直接貨物lζふれるととろの港湾労働者と，職員とよばれる

一般労働者がある。さらに，経済活動の主体として私企業，公企業等がある。

乙れらがどう情報化されるか。ひるがえってそれが，個人Kどう反映される

か。

港湾労働者の労働の内容はより知的なものに変化する。現段階で荷役ロボッ

卜は開発されていないが，将来それが開発される乙とは間違いない。なにも

人聞がありもしない力を出して，貨物を積み替える必要はない。すでに環境

としては港湾lζロボットが導入されうる素地が整っている(1）。

事務職員の職務の内容は大半が情報の交換である。情報を書類のかたちに

整えて，それを必要とする部門に搬送する。営業といえばき乙えひよいが，

顧客を廻って書類をもらって歩く ，体のいいメ ッセンジャー ・ボーイである。

メッセンジャーですまないのが，その書類の背後にある諸々の条件を聴取し

て，現場lζ作業指示として流さなけれは、ならない点にある。乙れがもっとも

港湾の遅れている部分であり，また今後急激に変革されうる部分である。

具体的に一例をしめそう。港湾で，船内荷役にあたって，フオァマンとい

う職務が重要な役割をはたしている。特lζ在来船でとの傾向が顕著である。

と乙ろで， 在来船は船形，貨物の荷姿，荷役機械の能力など，なにからなに

まで一つひとつ異なるので，荷役方法や積付けの決定にあたっては，船会社，

船長，フオァマン鳩首協議するのが常である。その結果が，ス トゥエージ・

プラン（StowagePlan）として表現される。乙れはいわば貨物の積付け
(2) 

の設計図的な役割を果すものである

ζの部分が従来もっとも自動化が困難と恩われていたようである。しかし

筆者の勤務する学校で，学生二名が教官の指導のもとに，パーソナjレ・コン

ピューターを用いて，乙れに挑戦し，相当の成果を得た。 ζれは，たとえば
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カーゴ・マニフェス卜（CarnoManifest）を打ち込んでやれば，あとは

簡単な指示（乙のシステムでは ライ トペンでディスプレイ上に指示）だけ

で，最終的にはストゥエージ・プランが完成する。現在は揚げ荷のみしか完

成しておらず，積み荷については継続研究中である（3）。

乙乙でエピソードを一つ紹介させていただ乙う。上記のシステムの開発が

最終段階に差し掛った乙ろの乙とである。システム開発関係者の見守る中で，

いよいよXYプロッターと言う作図機で港どとに違った色を用いた華麗な図

面がひかれはじめた。とそのとき，学生のひとりがつぶやいた。

「先生，なぜ乙うして紙の上lと図面を書かなきゃならないのでしょうJ

至言である。学生にしてみれば 必要な情報はすべてフロッピー ・ディ スク

とよばれる記憶媒体に記録されている。見たいときにはそれをコンピューター

にかけて必要な部分を呼びだせばよい。なにも後生大事lζ紙の上に記録しな

おして，紙屑を大量生産する乙とはない と感じたのでミある。乙の乙とは体

験してみなければ理解できない。いや理解というより納得というべきか。恐

らく今乙れを読んでおられる読者諸氏にしてみても，

「そんなζとをいっても社会の構造が書類を必要と している」

と，ど自身が納得でき難い部分を社会lζ転嫁して，ど自身を弁護しておら

れるであろう。

紙lζ乙だわるわれわれの年代が，港湾の情報化を阻害しているとつくづく

感じた次第である。

話を本筋にもどそう。そうすると，フオ 7？ン業務は将来どう変わるか。

フオァマンはノ、ンドへjレド・コンピューターを持って本船に行く 。船会社の

担当者や船長と相談しながら，コンビューターに必要事項を打ち込む。電話

回線などをもちいて，乙れが本社の大型コ ンビューターに結ぼれており，た

だちに処理される。作業員には必要に応じてその場で作業条件や図面がプリ

ンタ一等で打ち出される。

作業が進むにしたがって，刻々とデータが本社のコンビューターに送られ

る。貨物の到着（未着）状況，積み込み終了 トン数等々，検数結果が即時lと

インプッ トされ，もし書類が必要なら，乙れも即時プリンターにて，現場で



高度情報化社会における港湾産業活動 183 

作成される。

作業終了と同時に，もし必要なら請求書の作成まで，完了している。

以上iζ幾度か「もし，＆＼、要なら」という条件をつけた。さきにエピソードと

して紹介したわれわれの感覚が，まだまだ改革を凹んでいる。某コンテナ・

ターミナルで完全なシステム開発に成功した。と乙ろが，管理職をふくめて

利用者が従来通りの書類を要求するので，結局全くの二重手間で従来通りの

書類を作成しているとの乙とである。紙に記録していなければ安心できない

われわれの体質を如実に物語る事例であろう。書類ではなくて，フロッピー・

ディスク等の記憶媒体の複写を入手するか，それをもう一歩進めて，オンラ

インで結べば済む乙とだ。

ょうするに高度情報化社会とは，従来のような同一資本系列の内側のみな

らず，地域ぐるみ情報を交換し利用しあえるネットワークをつくる乙とであ

る。

注（1）拍著 「荷役ロボットと港湾労働J 港湾 1984.6日本港湾協会 p.p.29～

(2）拙著 「港湾荷役実務J （改訂版） p.p.223荷役計画演習ほか

海文堂昭和55年4月

(3）森口 明 「CASPシステムの開発（ComputerAided Stowage Plan 

Sytem)J 港連 1984.8日本港連協会 p.p.20～

4. その結果，人はどうなるか

そのときわれわれ港湾に働く「人」はどうなるのだろう。

昔の飛脚が現代の郵便の制度をどう想像しえたであろうか。大きな困難を

伴うにちがいなし、。しかし，それは不可能ではないであろう。なぜなら，私

信を人が運ぶという基本路線に変わりがないからである。いま ζ乙でわれわ

れが革命的な変化をもたらすといっているのは ζの点である。情報化とい

う乙とは「私信を人が運ぶJのなかから「人Jがなくなるからである。従来

の考え方からすると「人」を省くために乙れを「機械JK置き替えた。その

「機械Jのためにさらに 「人」の職オ易がふえた。 乙のよい例が，エアーシュー

ターである。
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今後どうなるのか。 「私信Jそのもほが性質を変える。つまり私信を記録

した紙が運ばれるのではなしに， 「私信」の内容そのものが人手を経ないで

伝達される。

港湾でも乙の乙とが行われる。それが人にどう影響するか。

まずはじめに，港湾Iとおける企業間較差が拡大する。情報化の波にうまく

乗った企業とそうでない企業の聞の収益構造や成長性におおきな差がでてく

る。現在の経営陣の情報化にたいする姿勢がおおきくものをいう。そして情

報化の要であるコンビューターに関する限り 手を触れてみなければわから

ない。従来身Kつけた知識でコンピューターを理解しようとしても限界があ

る。現代の経営者には，コンピューターを己が秘書として使い乙なす能力が

要求される。そう した能力を備えた人が経営する企業は繁栄する。

つぎに，情報化の進展に合せて，職員が削減される。したがって冒頭に述

べたように，わが国の労働慣行を企業が墨守するとすれば，そ乙lζ他分野へ

の進出の必要性がでてくる。旧来の手法lζ則って新採用の中止と，退職iζよ

る自然減の不補充を貫けば，企業はその体質を極端に弱体化する。

第三K，港湾産業lζ残されるIとせよ，ベンチャーに転出するにせよ，その

「人」には高い資質と人間性が要求されるようになる。ζ乙で資質とは，知

識と技術を基盤とした業務遂行能力であり，人間性とは，事の理非の判断能

力である。

第四lζ，そのととから， 「人」の資質と人間性が正当に評価されるように

なる一方で，従来の年功序列型の人事と終身雇用の償行が崩れる。現代のパー

トやアJレバイ卜はすでにその前兆であると筆者は見ている。人事に関するか

ぎり， ドライになる。

第五K，企業の人事政策がとのように変化する関係で，労働者の企業に対

する姿勢も変わる。企業に対する忠誠心などが問題とされているが，労働者

は自分の能力を売るようになる。乙の乙とは非常lζ大きな意味をもっている。

筆者の観察では，作業員と職員の業務区分が次第に不明確になってくる。作

業そのものが，例えばロボットにイメージされるように，高度に機械化され，

乙れを取り扱うには相当の能力が要求される。能力がありさえすれば，身分
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とか将来の保障とか，そうした不明朗な約束事より，人は現在のペイをもと

めて流動する。

第六に，人は新しい知識や技術をもとめて，生涯教育をうけようとするも

のが増加する。単K所得の向上のみならず，生き甲斐を職業以外の分野にも

もとめようとする。 ζうしたζとから，大学や職業訓練をはじめ，もろもろ

の機関が利用されるようになる。港湾でも知識・技術が細分化・高度化され

それらの修得lζいろいろの機闘が利用されよう。

第七lζ，ただし，そうして積極的に人生を生きようとする人と、そうでは

なくて，時の流れに流されつつ過す人K，二極分化する。第四でみたとおり，

一生をノfートやアノレバイトで生きる人と，自らが企業を経営し或いは管理者

として生きる人とに分かれる。しかし価値感が多様化しており，パート，ア

ルバイトが質の低い生活という乙とにはならない。その人々は職業ではなく

て，もっと別のと乙ろに生き甲斐をみいだしており，収入は生活のための単

なる手段と考えている。むしろそのほうが自分にたいしてより忠実な生き方

とする考え方が普及しよう。

おわりに

人lζ関する部分には，将来の予測めいた表現になってしまったが，いずれ

も情報化の結果，当然そうした事態が予測されるという乙とがあって，現在

のわれわれに要求されるのは，そうした将来を見通した上で，それにたいし

て明確な企業目的を設定し，それを長期，中期，さらには短期経営計画とし

て実施していく乙とである。企業といったが，私企業にかぎらず，公企業も，

いや，むしろ個人でさえζうした明確な見通しが必要であろう。われわれの

私生活にも情報化の波がせまりつつある。現状と将来を明確に把握したい。


